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社団法人鉄道建築協会 

 

第１ 監査の目的 

   地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が補助金交付等の財政

援助を行っている団体に対して、財政援助に係る事業が、その目的に沿って適正に執行されてい

るか監査を実施する。 

 

第２ 監査対象の概要 

１ 事業の内容 

（１）事業の概要 

    社団法人鉄道建築協会は、民間鉄道事業者の耐震補強計画に基づき、表１の補助対象事業を

平成１８年度から開始し、平成２２年度末完了を目途に行っている。 

なお、補助対象団体は、鉄道建築技術に関する調査研究及び国内外の建築情報の交流により、

知識の普及及び向上・発達を図り、社会公共の福祉を増進することを目的として、昭和２９年

１０月に運輸大臣の認可を受け設立された団体であり、平成２０年３月末現在、全国に３６支

部を有し、法人会員４９０社、個人会員２，９００人により構成されている。 

 

（２）都との関係 

都は、団体に対し、鉄道駅利用者の安全性の向上及び発災時における鉄道駅の緊急応急活動

拠点機能を確保するため、表１の事業を対象として補助金を交付しており、団体への交付額は

表２のとおりである。 

 

（表１）補助事業の概要 

補助金交付根拠 補 助 対 象 事 業 補 助 期 間 補助対象事業費 
に対する補助率等 

東京都鉄道駅耐震補強 
事業費補助交付要綱 

耐震補強計画に基づき、 
① 乗降客数が１日１万人以上の駅（地

下駅を除く） 
② 折り返し運転が可能な駅又は複数

路線が接続する駅 
の両方の条件を満たす駅における、鉄道

事業の用に供する鉄道駅の建築物及び

跨線橋及び緊急応急人員輸送の機能維

持のための必要最小限の範囲の構造物

に対する柱・基礎等の補強による耐震補

強を行う工事費用等 

平成１８年度から 

平成２２年度まで 

補助対象経費のうち
 
国・１／３ 
都・１／３ 
事業者負担・１／３
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（表２）補助金交付状況                  （単位：千円） 

団  体  名 平成１８年度 平成１９年度 

社団法人鉄道建築協会 ６８，５００ ６７，２９５ 

 

２ 組織 

監査対象団体の組織は、表３のとおりである。 

 

（表３）協会の組織等（平成２０．３．３１現在） 

団体名 会 長 副会長 専務理事 理 事 監 事 職 員 団体所在地 

社団法人鉄道建築協会 １ １ １ ２２ ３ ５ 千代田区内幸町 1－7－1 

 

第３ 監査の範囲及び実地監査期間 

１ 監査の範囲 

平成１８年度及び平成１９年度の事業について実施した。 

 

２ 実地監査期間 

（１）都市整備局   平成２０年１１月２１日及び同年１２月２日 

（２）団   体   平成２０年１１月２８日 

 

第４ 監査の結果 

１ 事業実績 

平成１８年度及び平成１９年度における補助事業の実績は、次のとおりであり、事業は補助目

的に沿って適正に執行されている。 

 

（１） 東京都鉄道駅耐震補強事業 

   社団法人鉄道建築協会では、表４の事業を実施し、平成１８年度は小田急小田原線の新宿駅及

び京浜急行本線の品川駅の耐震補強工事に着手し、補助金交付額は２駅で６，８５０万円である。 

平成１９年度は、前年度の２線２駅の耐震補強工事を継続するとともに、京成本線の千住大橋

駅の耐震補強工事に着手し、補助金交付額は６，７２９万余円であり、平成１９年度までの補助

金交付額の総額は１億３，５７９万余円である。 
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（表４）補助金交付の対象事業の実績                     （単位：千円） 

団体名 年度 対象路線・駅 主な施行内容 補助対象経費 補助交付額 

小田急小田原線・新宿駅 構築工事 鋼板巻き工等 １９３，５００ ６４，５００平成
１８
年度 京浜急行本線・品川駅 高架橋柱鋼板巻き工 １２，０００ ４，０００

小田急小田原線・新宿駅 構築工事 ５９，９００ １９，９６６

京浜急行本線・品川駅 高架橋柱鋼板巻き工 ３８，７００ １２，９００

社団法人 

鉄道建築

協会 
平成
１９
年度 

京成本線・千住大橋駅 掘削・構築・仮駅舎建築工 １０３，２８８ ３４，４２９

 




